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研究成果の概要（和文）：　本研究では、現代世界における“政治的資源としての時間”の位相を解明し、政治
学・国際関係論の新たな分析視角として「時政学Chrono-Politics」のアプローチを構築した。
　その際には、以下2点を機軸とする共同研究を行った。①理論研究：政治の「基礎構造としての時間」の持続
と変容の解析　②事例研究：政策過程における「稀少価値としての時間」の分析。これらの研究成果のピアレビ
ューを通じて、今日加速しつつある時間資源の稀少化が国内／国際政治にもたらしている新たな可能性と限界を
明らかにしている。
　共同研究の成果は、高橋良輔・山崎望編『時政学への挑戦』ミネルヴァ書房として2019年度に刊行予定。

研究成果の概要（英文）：　In this research, we elucidated the phase of "time as a political 
resource" in the modern world, and constructed an approach of "chrono-politics" as a new analytical 
approach of Political Science and International Relations. 
　At that time, we conducted joint research with the following two points as the axis. (1) 
Theoretical research: Analysis of the continuation and change of "time as a basic structure" of 
politics (2) Case study: analysis of "time as a rare value" in the policy process. Through peer 
review of these research findings, we are clarifying the new possibilities and limitations that 
domestic and international politics are being given by the increasing scarcity of time resources.
　The results of the joint research are scheduled to be published in 2019 by Minerva Shobo as R.
Takahashi and N.Yamazaki ed."Challenge to Chorono-Politics".

研究分野： 政治学・国際関係論

キーワード： 時間　時政学　グローバル化　戦争　時間構造　時間資源　時間環境　近代

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
　過去四半世紀にわたる政治学・国際関係論の重要な焦点は、グローバル化にともなう政治空間の再編成であっ
た。だが社会科学における空間論転回は、重大な盲点ももたらす。それは、空間と並んで政治の基礎条件となっ
ている“時間構造”の分析である。それはしばしば「歴史」にまで拡大されてしまうか、政策決定者の判断をめ
ぐる「慎慮」の問題に還元されがちであった。これに対して本研究は、政治的営為を可能にするとともに制約も
する、基礎構造／稀少価値として“時間”を主題化することで、政治学における理論的考察と経験的分析の双方
に新たに「時政学」の視角をもたらし、いっそう立体的な記述理論・規範理論の発展に寄与している。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 

 過去四半世紀にわたる政治学・国際関係論における重要な焦点の一つは、冷戦構造の瓦解以

後の政治社会・国際関係の再編成であった。グローバル・ガバナンス(J.N.Rosenau & 

E.C.Czenpiel eds., Governance without Government, 1991)、新世界秩序(G.H.W.Bush, Toward 

a New World Order, 1991)、グローバル都市(S.Sassen, The Global City, 1991)、〈帝国〉(A.Negri 

& M.Hardt, Empire, 2000)、グローバル市民社会(M.Kaldor, Global Civil Society, 2003)、

コスモポリタニズム(D. Held, Cosmopolitanism, 2010) 、G ゼロの世界(I.Bremmer, Every 

Nation for Itself, 2012)、地勢の報復(R.D.Kaplan, The Revenge of Geography, 2012)とい

った諸言説は、この再編過程がグローバリゼーションに伴う政治空間の持続や変容として表象

されてきたことを示していた。 

 しかし 1990 年代以降の社会科学における空間論転回(E.Soja, Postmodern Geographies,1989. 

D.Harvey, The Condition of Postmodernity, 1990)は、現代政治の新たな条件を追求する一方

で、重大な盲点ももたらした。それは、空間と並んで政治の基礎条件となっている“時間構造”

の閑却である。この間、1970 年代に提起された政治学的な時間解析(P.Virilio, Vitesse et 

Politique, 1977. 永井陽之助『時間の政治学』1979 等)が顧みられることはなく、一部の制度

研究(P.Pierson, Politics in Time, 2004)を除き、政治における時間の重要性に着目する理論

研究も発展しなかった。だが P.ヴィリリオや永井陽之助が示唆したように、今日、時間資源の

稀少化はますます政治の可能性と限界を構成するようになり、その位相の解明は政治理論が取

組むべき喫緊の課題となっていた。 

 

２．研究の目的 

 これを受けて本研究では、上記の膠着状態を理論研究と事例研究の両面から打開し、政治学

の新たな分析視角として「時政学 Chrono-Politics」のアプローチを構築することを目的とし

た。その際には、政治学・国際関係論・社会学・認知科学等の知見を取り入れた理論研究によ

り政治の「基礎構造としての時間」の持続と変容を解析すると同時に、事例研究を通じて政策

過程における「稀少価値としての時間」が分析される。ここで“時間”はあらゆる政治現象の

成立に不可欠の“資源”として主題化された。今回は、幅広く学際的な理論研究とセキュリタ

イゼーションに着目する事例研究とのフィードバックを確保し、現代政治における時間の位相

を明らかにする新たな分析視角の基礎の確立が企図されている。 

 この目的の学術的特色は、これまでの政治学で必ずしも十分に取り上げられてこなかった時

間の資源性を理論研究と事例研究の共同研究を通じて明らかにするところにある。予想された

成果は、第一に幅広く学際的な理論研究によって、政治の基礎条件としての「時間構造」がい

かに変化しつつあるのかが同定できること、第二に政策過程をめぐる事例研究によってセキュ

リタイゼーション・プロセスを規定している「時間要因」が抽出されること、であった。さら

に理論研究と事例研究のピアレビューを実施することで、新たな分析視角として「時政学」の

基礎理論／方法論基礎を構築し、政治理論の裾野を広げるとともに、個別の政治研究の視点を

拡充するという最終目的も設定した。 

 
３．研究の方法 

 研究方法としては、政治学、国際関係論、社会学、哲学の知見を取り入れた４つの理論研究

によって、「「戦争」と時間構造の変容」および「近代的時間の再検討」の両側面から政治の「基

礎構造としての時間」の持続と変容を解析した。また同時に、「政治的アクターと時間資源」な

らびに「政策プロセスと時間環境」をめぐる 8つの事例研究を通じて、政策過程における「稀



少価値としての時間」を分析した。最終的には、各課題領域間の相関関係を詳らかにして時政

学の基礎理論・方法論基礎を構築している。 

 なお具体的な研究計画としては理論研究と事例研究から構成される４年間の共同研究のかた

ちをとった（当初の 3 年計画を 1 年延長）。2015 年度は、先行研究の検証と基礎概念の共有、

各研究構想案の精査、基盤となる方法論の確認を行った。2016 年度には、“政治的資源として

の時間”について各参加者が課題ごとに研究を分担し、その成果を学会・研究会等で共有した。

さらに 2017 年度には、各研究のピアレビューにより成果を集成・架橋・統合して理論的含意を

抽出した。こうした共同作業によって、時政学のアプローチについて共同理解を形成したうえ

で、2018 年度にはそれぞれが担当テーマに基づく研究論文を執筆し、共同研究の成果として公

刊する準備作業を行うことで、時政学の基礎となる新たな分析視角を確立している。 

 

４．研究成果 

 研究成果は、時間を“政治的資源”として解明する新たな研究アプローチの構築に見出せる。

ここで時間を資源として扱う意義は二点であった。第一に、時間はあらゆる政治的営為を可能

にするとともに制約もする環境＝資源であり、この構造のなかではじめて政治が生起しうる。

そのため本研究では時間のもつこの側面を「基礎構造としての時間」と呼び、理論研究では「「戦

争」と時間構造の変容」および「近代的時間の再検討」の観点からその位相を解析ができた。

第二に、時間は政策過程において生産・配分・蓄積・消費される財＝資源であり、いかなる政

策の形成・決定・執行もこの要因なしには成立しない。今回は時間の稀少性が特に尖鋭化する

セキュリタイゼーションに着目しつつ、事例研究を通じて「政治的アクターと時間資源」なら

びに「政策プロセスと時間環境」の観点から「稀少価値としての時間」の分析を深化させた。 

 さらにそこでは、これらの視角を政治における時間の重要性を浮かび上がらせる方法論とし

ても洗練させている。国際関係論ではあらためて地政学(geopolitics)のアプローチが注目を集

めているが、これに対して本研究では、政治学の新たな研究アプローチとして時間の政治理論

―時政学 Chrono Politics―の基礎を構築した。 

 これらの研究成果は、高橋良輔・山崎望（編）『時政学への挑戦――ポスト・グローバル化時

代の政治動態分析（仮）』としてミネルヴァ書房より 2019 年度に刊行予定である。この共同研

究成果の公刊により、政治学におけるオブジェクト・レベルとメタ・レベルの双方において、

“時間”という古くて新しい重要ファクターが前景化され、あらためて時政学の観点からの研

究が活性化されていくことを期待している。 

 共同研究に参加していただいた分担研究者ならびに協力研究者、研究企画の運営にご助力を

いただいた各大学・学会の関係者の皆様にはこの場を借りて深く御礼を申し上げたい。 
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